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１．従業員雇用の際の手続きー労働保険の概要
労働保険

労働保険には、労災保険と雇用保険があります。

労災保険 �労働基準監督署

〇 労働者が「業務上」又は「通勤途上」でけがや病気になった場合に、労働者自身や遺族の生活を
保護するために必要な給付を⾏う制度です。

〇 加入対象者は、雇用形態や名称に関わらず、全ての労働者です。また、労働者でなくても加入
できる場合があります。

雇用保険 �公共職業安定所（ハローワーク）

〇 労働者が失業した場合などに、労働者の生活の安定を図るとともに、再就職を促進するために
必要な給付などを⾏う制度です。

〇 失業等給付のほか、雇用安定事業、能⼒開発事業が含まれます。



２．従業員雇用の際の手続きー労働保険の適用

労災保険 雇用保険

適用
事業所

原則として、労働者を１人でも雇用している
と、業種や規模に関係なく労災保険の適用事
業所となり、事業主は保険加入手続きをしな
ければなりません。

原則として、適用労働者を一人でも雇用して
いると、業種や規模に関係なく雇用保険の適
用事業所となり、事業主は保険加入手続きを
しなければなりません。

適用
労働者

雇用関係がある労働者であれば、全員が対象
となります。また、中小企業事業主とその家
族従業者、海外派遣者などは、特別加入でき
る場合があります。

週の所定労働時間が20時間以上で、31日以上
の雇用が⾒込まれる労働者であれば、全員が
対象となります。

保険料
賃⾦総額に労災保険料率を乗じた額を事業主
が全額負担し、労働者の負担はありません。
（労災保険料率は業種により異なり、1000分
の2.5〜88です）

賃⾦総額に雇用保険料率を乗じた額を事業主
と労働者がそれぞれ負担割合に応じて負担し
ます。
（一般の事業の場合、令和元年度の事業主の
負担は賃⾦総額の1000分の６で、労働者の負
担は1000分の３です）



労働保険の成立手続き

〇 労働保険の適用事業所となったときは、まず労働保険保険関係成⽴届を所轄の労働基準監督署に
提出します。そして、その年度分の労働保険料（保険関係が成⽴した日からその年度の末日まで
に労働者に⽀払う賃⾦の総額の⾒込額に保険料率を乗じて得た額となります。）を概算保険料と
して申告・納付することとなります。

【提出書類】 ❶労働保険保険関係成⽴届 ❷労働保険概算保険料申告書 （その他添付書類）

雇用保険の設置・被保険者資格取得手続き

〇 雇用保険の適用事業所となったときは、労働保険の成⽴手続きのほかに、雇用保険適用事業所
設置届及び雇用保険被保険者資格取得届を所轄の公共職業安定所に提出します。

【提出書類】 ❶雇用保険適用事業所設置届 ❷雇用保険被保険者資格取得届 （その他添付書類）

３．従業員雇用の際の手続きー労働保険の加入手続き①



❶労働保険保険関係成⽴届 ❷労働保険概算保険料申告書 ❶雇用保険適用事業所設置届 ❷雇用保険被保険者資格取得届

４．従業員雇用の際の手続きー労働保険の加入手続き②



社会保険

〇 社会保険には、健康保険と厚生年⾦保険があります。
〇 健康保険も厚生年⾦保険も、加入要件を満たしている場合は必ず加入しなければなりません。

健康保険 �健保協会又は健康保険組合

〇 仕事上とは関係のない病気やけがをしたときに、必要な給付を⾏います。
〇 生計維持関係のある家族も、被扶養者として給付が受けられます。

厚生年金保険 �年金事務所

〇 被保険者の⽼齢、障害、死亡により、⽀給要件に該当した場合、必要な給付を⾏います。
〇 国⺠年⾦と厚生年⾦の加入期間が合計10年になると、⽼齢年⾦を受給する権利が得られます。

５．従業員雇用の際の手続きー社会保険の概要



６．従業員雇用の際の手続きー社会保険の適用

健康保険・厚生年⾦保険

適用
事業所

●法人事業所は、例外なく社会保険に加入しなければなりません。
●個人事業所は、非強制適用事業所を除き、社会保険に加入しなければなりません。
※非強制適用事業所…個人事業所で、労働者が５人未満または次の①〜④の業種

①農業や水産業などの第一次産業、②旅館や飲食店などのサービス業、
③弁護士事務所や税理士事務所などの法務、④神社や寺院などの宗教

※非強制適用事業所も、厚生労働大臣の認可を受けて、任意適用事業所として社会保険に加入すること
ができます

被保険
者

●適用事業所に「常時」使用される労働者が被保険者となります。
●１週の所定労働時間及び１ヶ月の所定労働日数が、正社員の４分の３以上であれば、パート･

アルバイト、派遣社員、契約社員、⾒習い、試用期間中に関わらず、被保険者となります。
※期間の定めのある労働者の場合、業態や期間の⻑さによって被保険者とならない場合があります

保険料

●保険料は、事業主と労働者（被保険者）が半分ずつ負担します。
●保険料の納付は事業主が⾏い、労働者（被保険者）が負担する保険料は、翌月に⽀払われる

給料から控除します。
●保険料は、労働者（被保険者）の「標準報酬月額」と「標準賞与額」に保険料率を乗じて

算出します。 健康保険料…協会健保（神奈川）9.91％、組合健保3〜13％、
介護保険料…1.73％、 厚生年⾦保険料…18.30％



社会保険（健康保険・厚生年金保険）の新規適用手続き

〇 社会保険の適用事業となった場合は、健康保険・厚生年⾦保険の新規適用届及び健康保険・厚生
年⾦保険被保険者資格取得届を所轄の年⾦事務所（事務センター）に提出します。

〇 さらに、被保険者となる方に被扶養者がいる場合、健康保険被扶養者（異動）届を提出します。
【提出書類】 ❶健康保険・厚生年⾦保険新規適用届

❷健康保険・厚生年⾦保険被保険者資格取得届
（❸ 健康保険被扶養者（異動）届）
（その他添付書類）

７．従業員雇用の際の手続きー社会保険の加入手続き①



❶健康保険・厚生年⾦保険新規適用届 ❷健康保険・厚生年⾦保険被保険者資格取得届 （❸ 健康保険被扶養者（異動）届）

８．従業員雇用の際の手続きー社会保険の加入手続き②

（表
面
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）



労働契約、委託契約、請負契約の違い

●契約書に「委託」や｢請負｣と表示されていても、働き方の実態が｢労働者｣であれば、労働契約と判断されることがあります。
次のような判断基準があります。
㋐ 仕事の依頼、業務従事に対する諾否の自由がないこと ㋑ 勤務時間･勤務場所の指定があること
㋒ 業務用器具の負担がないこと ㋓ 報酬が労働自体の対償であること

９．労務管理のポイントー労働契約

労働契約 委託契約 請負契約
契約の目的 労務に服すること 特定の業務の処理 仕事の完成

適用法規 労働契約法･労働基準法
などの労働法規全般 ⺠法 ⺠法

当事者 使用者と労働者 委託者と受託者 注文者と請負人
指揮監督関係 あり なし なし

身分／仕事に対する対価 労働者（正社員・パート・アルバイト・
契約社員・派遣社員…）／賃⾦ 事業主／委託料 事業主／外注費

労災保険／雇用保険 〇／△（労働条件による） × ×
健康保険／厚生年⾦ △（労働条件による） × ×

Point①



〇 後々のトラブルを避けるためにも労働契約は文書で結びましょう。
〇 労働契約書（労働条件通知書）を交付しましょう。

10．労務管理のポイントー労働条件の明示

必
ず
明
示

・労働契約の期間（有期労働契約（原則として最⻑３年）の場合は、
更新の有無・更新の基準）

・仕事をする場所及び仕事の内容
・始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、

休日、休暇など
・賃⾦の決定、計算及び⽀払いの方法、締切り及び⽀払いの時期、昇給
・退職（解雇の事由を含む）
・パートタイム労働者の場合、昇給・賞与・退職手当の有無、雇用管理

の改善等に関する事項に係る相談窓口
定
め
が
あ
れ
ば

明
示

・退職手当（適用される労働者、計算・⽀給方法、⽀給時期）
・臨時に⽀払われる賃⾦（退職手当を除く）、賞与、及び最低賃⾦額
・労働者に負担させるべき食費、作業用品その他
・安全・衛生 ・職業訓練 ・災害補償及び業務外の傷病扶助
・表彰、制裁 ・休職

Point②

Point④

Point③



11．労務管理のポイントー労働時間と休憩
法定労働時間は、１日８時間、１週40時間（休憩時間を除いた実働時間）が原則です

〇 労働時間とは、「使用者の指揮監督下にある時間」をいい、始業時刻から終業時刻までの拘束時間
から休憩時間を除いた時間です。

〇 法定労働時間は、休憩時間を除き、１日８時間、１週40時間と定められていますので、就業規則や
労働契約書などで所定労働時間（休憩時間を除く始業時刻から終業時刻までの時間）を定める場合
は、この時間以下でなければなりません。
※なお、特例措置として、商業、保健衛生業（保育所を含む）、接客娯楽業などで、労働者が常時10人未満の事業所は、

１週44時間と定められています。

〇 実際の業務をしていない手待時間（昼休みの電話当番など）や準備・整理時間（朝礼など）も
労働時間になります。

〇 使用者は、労働時間が６時間を超える場合には少なくとも45分、８時間を超える場合には少なく
とも１時間の休憩時間を、労働時間の途中に、原則として一⻫に与え、自由に利用させなければ
ならないとされています。

Point⑤

Point⑥



12．労務管理のポイントー休日
原則として毎週１日の休日を与えなければなりません

〇 休日とは、労働提供義務のない日をいいます。
〇 使用者は、毎週少なくとも１日の休日（法定休日）を与えなければなりません。なお、労働者

ごとに休日が異なっても問題ありません。
※就業規則で４週の起算日を定めれば、４週間で４日の休日とする制度（変形週休制）を採用することも可能です。なお、

労働者のためには、休日は特定されることが望ましいとされています。

法定労働時間を超える労働、法定休日労働に対しては「３６協定」を締結し、労働基準監督署へ届け出
るとともに、「割増賃⾦の⽀払い」が義務付けられています。

●時間外労働とは、法定労働時間を超
える残業をいい、割増賃⾦の⽀払い
が必要です。

●所定時間外労働とは、法定労働時間
内の残業をいい、割増賃⾦の⽀払い
は任意です。

Point⑦

Point⑧



13．労務管理のポイントー３６協定



14．労務管理のポイントー年次有給休暇
年次有給休暇の付与条件

〇 年次有給休暇は、雇入れの日から６か月継続して勤務し、所定労働日の８割以上出勤した者に対
して下表のとおり与えられます。なお、出勤率の計算に際しては、年次有給休暇、産前・産後休業、
育児・介護休業、早退・遅刻などの日は、出勤したものとみなされます。

付与日数

※ 週４日以下でも、週30時間以上働くときは、週５日以上と同じ日数が付与されます。
※ 年次有給休暇は、使用しないと２年で時効により消滅します。

週所定
労働日数

年間所定
労働日数

勤続年数（年）
0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

５日以上 217日以上 10 11 12 14 16 18 20
４日 169〜216日 7 8 9 10 12 13 15
３日 121〜168日 5 6 6 8 9 10 11
２日 73〜120日 3 4 4 5 6 6 7
１日 48〜72日 1 2 2 2 3 3 3

Point⑨



15．労務管理のポイントー賃⾦
賃金支払いの５つの原則

〇 賃⾦とは、いわゆる賃⾦、給料はもとより、各種の手当、賞与、退職⾦など、名称に関わらず、
労働契約の継続中に、労働の対価として、使用者が⽀払う全てのものをいい、通貨で、直接、
全額を、毎月１回以上、一定期日に払わないといけません。

●最低賃⾦には、都道府県ごとに定められる「地域別最低賃⾦」と、特定の産業に定められる「特定最低賃⾦（産業別
最低賃⾦）」の２種類があります。

時間外労働や法定休日労働に対しては、必ず割増賃金を支払わなければなりません

㋐ 時間外労働︓法定労働時間を超える時間外労働には、25％以上の割増賃⾦
１か月60時間を超える時間外労働には50％以上※の割増賃⾦（※中小企業は令和５年４月１日〜）

㋑ 休日労働︓法定休日に労働した場合には、35％以上の割増賃⾦
㋒ 深夜労働︓午後10時から午前5時までの時間帯に労働した場合には、25％以上の割増賃⾦
＊時間外労働と深夜労働が重複した場合には50％以上の割増率（25%＋25%）
＊休日労働と深夜労働が重複した場合には60％以上の割増率（35%＋25%）

神奈川県最低賃⾦ （令和元年10月１日改定）時間額 1,011 円
Point⑩

Point⑪



16．労務管理のポイントー労働契約の終了①
退職の種類

契約期間 ︓ 有期労働契約では、契約期間の満了と同時に退職になります（雇⽌め）。
満了退職 ただし、雇⽌めの予告が必要になる場合や、雇⽌めが無効になる場合があります。
自己退職 ︓ 一般的には「退職届」の提出により⾏われます。労働者の一方的な意思表示で退職の

効果が生ずるもので、使用者の同意や承諾は必要ありません。
定年退職 ︓ 労働者が一定の年齢に達したことを理由とする退職です。なお、定年年齢を65歳未満

としている場合には、65歳まで定年年齢を引き上げるなどの措置が必要です。
合意退職 ︓ 労働者が労働契約の解消を申し込み、使用者が承諾することによって退職の効果が発生

します。退職日は話合いで自由に決めることができます。
希望退職 ︓ 雇用調整の手段のために⾏われるもので、使用者から①募集期間、②募集人数、

③募集対象者、④退職⾦の上積みの有無などの条件が提示されます。
退職勧奨 ︓ 使用者が労働者に対して退職の働きかけを⾏い、労働者に退職を勧めることです。
解 雇

Point⑫



17．労務管理のポイントー労働契約の終了②
解 雇

〇 解雇とは、労働者の意思に関わらず、使用者の一方的な意思により労働契約を終了させることです。
〇 使用者が労働者を解雇するためには、30日前に予告することや、「合理的な理由があり、社会通念

上相当である」ことが必要です。

解雇の種類

普通解雇 ︓ 労働者に労働契約（労働の提供）を継続し難いやむを得ない事由があるときに、使用者
が労働契約を解消することです。具体的には、①労働能⼒の問題、②健康状態の問題、
③協調性の著しい⽋如、④勤務態度不良、などが考えられます。しかし、これらの事実
があったとしても、すぐに解雇が有効となるわけではありません。

整理解雇 ︓ 業績の悪化により経営の合理化、整備に伴って生じる余剰人員を整理するために⾏われ
る解雇です。

懲戒解雇 ︓ 売上⾦横領など重大な企業秩序違反をした労働者に対して、使用者が罰として労働契約
を解消することです。

Point⑬



18．労務管理のポイントー労働契約の終了③
解雇予告手当

〇 解雇予告をしない場合は、30日分以上の平均賃⾦を解雇予告手当として⽀払わなければなりません。
また、解雇予告手当として⽀払った日数分だけ解雇予告期間を短縮できます。

解雇の要件

〇 解雇は、客観的に合理的な理由を⽋き、社会通念上相当であると認められない場合は、その権利
を濫用したものとして、無効とされます。「性格や仕事ぶりが社風に合わない」、「上司との折り
合いが悪い」、「性格が暗い」、「協調性がない」などは、普通解雇の事由に当てはまらず、社会
通念上も認められないものと考えられます。

解雇をするには、次の事項が必要です。
㋐ 就業規則や労働契約書などに記載されている解雇事由に該当する解雇であること
㋑ 少なくとも30日前に解雇予告するか解雇予告手当を⽀払うこと



19．労務管理のポイントー働き方改革関連法
中小企業にお
ける施⾏時期 内 容

2019.4.1〜

「勤務間インターバル」制度が導入されます︕
１人１年あたり５日間の年次有給休暇の取得が、企業に義務付けられます︕
労働時間の状況を客観的に把握するよう、企業に義務付けられます︕
「フレックスタイム制」が拡充されます︕
「⾼度プロフェッショナル制度」が新設されます︕
「産業医・産業保健機能」が強化されます︕

2020.4.1〜 残業時間の上限が規制されます︕

2021.4.1〜

不合理な待遇差を解消するための規定が整備されます︕
労働者に対する、待遇に関する説明義務が強化されます︕
⾏政による事業主への助⾔・指導等や裁判外紛争解決手続（⾏政ADR）の規定が整備さ
れます︕

2023.4.1〜 中小企業における１か月60時間を超える残業の割増賃⾦率が引き上げられます︕



ご清聴いただき、
有難うございました。

（横浜市経済局市⺠経済労働部雇用労働課）
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